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人口減少と少子高齢化を背景とした都市課題・交通課題への対応のため，コンパクトシティ・プラス・

ネットワークの考え方に基づいた立地適正化計画が導入され検討が進められている．しかし，定量的な評

価手法の不足から，具体的な居住誘導施策の検討には至っていないのが現状である．このため，既存の世

帯マイクロシミュレーションモデルに住宅ストックの遷移機能を付加することにより，立地適正化計画に

おける立地誘導施策の定量的な評価が可能な都市マイクロシミュレーションモデルが開発されている．本

研究では，このマイクロシミュレーションモデルについて，富山市を対象として住宅ストックマイクロデ

ータを作成し，住宅ストック遷移モデルおよび世帯-住宅マッチングモデルのパラメータ推定を行うこと

を目的とする． 
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1. はじめに 
今後急速に進展する人口減少と少子高齢化を背景とし

て，既成市街地における空家の増加，非効率な都市構造

の下での都市の活力の低下，公共交通サービスの行き届

かない郊外住宅地における自動車の運転できない高齢者

などの交通弱者の増加や運転せざるを得ない高齢者によ

る交通事故の増加などが課題となっている．これらの都

市課題への対応の緊急性から，国土交通省は「コンパク

トシティ・プラス・ネットワーク」の考えに基づいた立

地適正化計画制度を創設し令和元年 7 月末時点で 477市
町が取り組み，272 市が公表を行っている 1)．立地適正

化計画においては，①一定エリアにおいて人口密度を維

持する居住誘導区域を設定し，生活サービスやコミュニ

ティを持続的に確保すること，②都市機能誘導区域の設

定：居住誘導区域内の中心拠点や生活拠点に医療・福

祉・商業などの都市機能を誘導し，都市サービスを効率

的に供給すること，③拠点間を結ぶ公共交通サービスを

充実し，公共交通沿線へ立地を誘導すること，④達成状

況を評価し，状況に合わせて開発されてきた都市計画や

居住誘導区域を見直すなど，時間軸を持ったアクション

プランとして運用することなどが重要な視点となる．し

かし，現在公表されている立地適正化計画では，既往の

外生的な人口配置ビジョンに基づいて将来地区別人口を

設定，または外生的な目標値を定めて進捗管理を行うな

ど，将来人口分布は外生的に設定されている．また基本

的な施策は公共用地の利活用（公共施設配置，公的住宅

整備），区域外への立地規制，公共交通サービスの充実

などであり，誘導区域への移転補助，定住補助，建替補

助等の施策は必要に応じて今後検討と記載されているケ

ースが多く，居住に関する立地誘導に関する具体的な施

策やその効果の定量的な検討には至っていない．さらに，

都市機能誘導区域のみを定め，居住誘導区域の設定は今

後検討するとしている自治体が多く存在し，この要因と

しては，定量的な将来予測手法に基づいた居住誘導区域

の設定や，その検証が困難であることが挙げられる． 
また，技術的背景として，土地利用と交通の相互作用

を考慮した計画策定支援ツールとして，さまざまな都市

モデル（土地利用－交通モデル）が開発されてきた．中

でも，都市マイクロシミュレーションモデルは，近年，

積極的なモデル開発，適用に関する研究が進められてい

る2) 3)．都市マイクロシミュレーションモデルは，世帯の

多様な属性によって異なる都市サービスの需要予測，ラ

イフステージ進行に伴う居住世帯の属性の変化の表現な

どの性能において，立地適正化計画が対象とする我が国 
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図-1 世帯ライフステージと住宅ストックの遷移 
 
の都市の計画課題に対する有用性が高いと考えられる． 
このような背景を踏まえ，縮退状況における都市マネ

ジメントのための世帯マイクロシミュレーションシステ

ム構築について，シミュレーション初期時点のマイクロ

世帯データ作成や，居住立地マイクロシミュレーション

による将来予測と都市サービス需要予測に関する研究が

行われてきた 4) 5) 6) 7) 8)．しかし，既開発の手法では，都市

の縮退下で起こる空家や空地の発生などの表現において

限界があった．空家や空地に対する立地誘導施策の検討

を行う際には，図-1に示すように，住宅ストックの老朽

化や更新といった遷移を表現し，世帯のライフステージ

と住宅ストックの遷移がどのように関係しているのかを

明らかにする必要がある．しかし，立地需要に対する住

宅ストックの更新や，移転補助・建替補助等の施策の効

果を計測可能な住宅ストックの供給主体を対象としたモ

デル化に関するに関する研究蓄積は十分になされていな

い． 
本研究では，このマイクロシミュレーションモデルに

ついて，富山市を対象として住宅ストックマイクロデー

タを作成し，住宅ストック遷移モデル，世帯住宅マッチ

ングモデルのパラメータ推定を行うことを目的とする． 
 
2.  住宅ストック遷移を内生化した都市マイクロ

シミュレーション 
図-2に杉木ら9)によって構築された都市マイクロシミ

ュレーションモデルを示す．モデルは，世帯の変化を予

測する「ライフイベント発生モデル」，「立地選択モデ

ル」，住宅ストックの変化を予測する「住宅ストック遷

移モデル」，世帯の住宅ストックへの割り当てを表現す

る「世帯-住宅マッチングモデル」，住宅地代の更新を

行う「住宅地代モデル」によって構成される．これらの

うち，「ライフイベント発生モデル」，「立地選択モデ

ル」については鈴木ら7)による既開発の世帯マイクロシ

ミュレーションモデルを用いるため，「住宅ストック遷 

 
図-2 モデル構造 

 
移モデル」，「世帯-住宅マッチングモデル」を対象と

した開発を行っている．「ライフイベント発生モデル」

では，加齢，死亡，進学・就職，結婚，出生の各ライフ

イベントをシミュレートし，世帯の遷移が表現されると

ともに，世帯の独立による新規発生世帯が生成される．

続いて，各世帯に対する転居の発生を予測し，転居世帯

と新規発生世帯に対し，「立地選択モデル」で住宅タイ

プの選択および立地ゾーンの選択を予測する．「住宅ス

トック遷移モデル」ではゾーン内の住宅に対し，加齢

（築年数の更新）を行った後，除却，新規建設を順に予

測する．転居の発生予測段階で，転居が発生した世帯の

現住居は，空家に更新される．除却は空家に対し行われ，

除却された住宅は空地となる．また，新規建設は空地に

対して行われる．ここで，除却および建設は，T期から

T+1期の間のタイプ別世帯数の変化量に影響を受けるも

のとし，住宅タイプごとの立地需要に対応した建物供給

をモデル化する．続いて，「世帯－住宅マッチングモデ

ル」において，今期に立地選択を行った世帯と，新規建

設住宅を含む空家とのマッチングを行い，T+1期のマイ

クロ世帯の居住分布，空地・空家を含む住宅ストックマ

イクロデータが出力される． 後に，「住宅地代モデル」

において，世帯の立地需要と建物による供給バランスを

考慮したT+1期の住宅地代が算出される．住宅地代は，

「立地選択モデル」における住宅タイプと立地ゾーンの

選択において主要な説明変数となるとともに，「住宅ス

トック遷移モデル」における除却と建設において，建物

からの収益を規定する． 
 
3. モデルの定式化 
(1) 住宅ストック遷移モデル 

住宅ストック遷移モデルでは，個々の住宅に対する築

年数の更新を行った後，建物を除却し空地とするか否か，

空地への新規建設を行うか否かをマイクロシミュレーシ

ョンにより表現する． 

 

世帯のライフステージ

住宅スト ッ クの遷移

？
住宅の選好

老朽化

空家 空地

除却 新規
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立地選択モデル
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世帯マイクロシミ ュレーショ ンモデル

ライフイベント 発生モデル

離婚 結婚

出生 進学・ 就職

免許取得 転居・ 転出

ゾーン選択
モデル

住宅スト ッ ク遷移モデル

加齢

除却

新規建設

世帯-住宅マッ チングモデル

マイクロ世帯の
住宅スト ッ クへの割り当て

開発対象

住宅地代モデル

住宅地代の更新

世帯居住分布

T期 :マイクロ世帯データ T期 :住宅地代

空地・ 空室分布

T期 : 住宅スト ッ クマイクロデータ

世帯居住分布

T+1期 : マイクロ世帯データ T+1期 :住宅地代

空地・ 空室分布

T+1 期:住宅スト ッ クマイクロデータ
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 ゾーン𝑖におけるタイプkの建物hの所有者は，T+1期
において建物ℎより得られる収益𝐵$，%&を式⑴のように

予測するものとする． 

𝐵$,%& = 𝛼*% + 𝛼,%𝑅&𝑛$ − 𝛼0%𝐵𝑌$ + 𝛼2%𝛥𝑁%& (1) 
𝑅&：ゾーン𝑖のT期住宅地代 
𝑛$：建物ℎの住居戸数（集合住宅の室数，戸建は 1） 
𝐵𝑌$：建物ℎの築年数 
𝛥𝑁%&：ゾーン𝑖におけるタイプ𝑘の建物へ居住する

世帯のT期からT+1期にかけての変化量 
𝛼*~2% ：パラメータ 

 
ここで，右辺第 3項は建物の老朽化による収益の低下を，

第 4項は立地需要の変化による期待収益の変動をあらわ

している． 

 ゾーン𝑖におけるタイプ𝑘の建物の除却は，式⑵の二

項ロジットモデルによる除却確率𝑃%&8に基づくモンテカ

ルロシミュレーションにより行われる． 

𝑃%8 =
9:;<=>?@

=

9:;<=>?@
= A9:;<=>?@

B    (2) 

𝜋%&8 ：ゾーン𝑖，建物タイプ𝑘の建物を除却する場

合の期待収益 
𝜋%&D ：ゾーン𝑖，建物タイプ𝑘の建物を留保する場

合の期待収益 
𝛿8：パラメータ 

 
 建物を除却する場合と留保する場合の期待収益は，そ

れぞれ式⑶，式⑷で表される． 
𝜋%&8 = ,

F
𝑙𝑛 ∑ 𝑒𝑥𝑝𝜃𝐵%M&

N9O
%M − 𝛼%8  (3) 

𝜋%&D = 𝐵%&    (4) 
𝛼8%：除却コストパラメータ 

 
ここで，𝐵%&N9Oは新規建設の場合の期待収益であり式⑸

のように定義される． 
𝐵%&N9O = 𝛼*% + 𝛼,%𝑅&𝑛%& + 𝛼2%𝛥𝑁%&  (5) 

𝑛%&：ゾーン𝑖におけるタイプ𝑘の建物の平均住居

戸数（集合住宅の住居戸数，戸建は1） 
 
 建物が除却される場合は，空地に更新され，空地リス

トに加えられる． 
 空地に対する新規建物の建設は，建物タイプ𝑘の選択

確率𝑃%&P に基づくモンテカルロシミュレーションにより

行われる．建物タイプ𝑘の選択確率𝑃%&P は，式⑸の新規建

設の場合の期待収益を用い，式⑹の多項ロジットモデル

で表される． 

𝑃%&P =
QRS <TU?@

VWX

∑ QRS <TU?M@
VWX

?M    (6) 

𝛿P：パラメータ 
 
ここで，この建物タイプの集合𝑘Yには，建設せずに空地

のままとする場合も含まれる．集合住宅戸数はゾーン別

の戸数の実績分布に対し乱数を発生させて決定する．新

規建設された住宅は空地リストに加えられる． 
 
(2) 世帯-住宅マッチングモデル 

 世帯-住宅マッチングモデルでは，転居世帯および新

規発生世帯の空家リストからの居住住宅の選択をマイク

ロシミュレーションにより表現する．建物タイプ𝑘に居

住を希望する世帯タイプ𝑚の世帯が，空家リスト内の住

宅𝑟を選択する確率は式(7)で表される． 

𝑃\,D,%&] =
9:;<^_B,?@

`

∑ 9:;<^_BM,?@
`

BM    (7) 
𝛿P：パラメータ 

𝑉D,%&\ = 𝛽*
\,% − 𝛽,

\,%𝑅& − 𝛽0
\,%𝐵𝑌D  (8) 

𝛽*~0
\,%

：パラメータ 
 
(3) 住宅地代モデル 

住宅地代モデルでは，世帯と住宅ストックのシミュレ

ーション結果を踏まえ，T+1期の住宅地代を更新する．

世帯の立地需要と建物による供給バランスを考慮し，住

宅地代を式(9)により算出される． 

ln𝑅& = ∑ 𝛾* + 𝛾𝟏𝑙𝑛𝑋, + 𝛾𝟐𝑙𝑛𝑋0 + 𝛾𝟑𝑋2 + 𝛾j𝑙𝑛
k@
l@m  (9) 

𝑋,~2：ゾーン条件 
𝐿&：ゾーン𝑖の住宅地面積 
𝐻&：ゾーン𝑖の立地世帯数 
𝛾*~j：パラメータ 

 
ここで，右辺第2項はゾーン利便性を，第3項は立地密度

を表している. 
 
4. 富山市における適用 
(1) ゾーン設定 

本研究では，構築されたモデルを富山市を対象として

適用する．分析ゾーンは，図-3に示すような，国勢調査

中ゾーンをベースとした82ゾーンを設定する． 
 
(2) 利用データ 

 住宅ストックマイクロデータは，株式会社ゼンリンの

平成24年，平成29年の住宅ポイントデータを利用して作

成した.このデータは，個々の住宅について，緯度・経

度，建物階数，敷地面積，床面積，集合住宅の戸数，空

室状況を含んでおり，2時点のデータの比較により，除

却，新規建設，建替，留保の判定が可能である.また，2

時点のポイントの座標にずれがある場合は住所，2点間

の距離，面積の差などを比較して判定を行った． 

また，住宅ストック遷移モデルの期待収益に使用する 
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図-3 ゾーン設定 

 

世帯のT期からT+1期にかけての変化量と建物ℎの築年数

について，世帯の変化量は，平成22年，平成27年の国勢

調査の500mメッシュの世帯数を100mメッシュごとに割

り付けた世帯数を使用する.築年数については，都市計

画基礎調査データの2007年のデータと2012年，2017年の

ゼンリン住宅ポイントデータを比較して得た，築年数5
年未満，5~10年，10年以上の3段階の築年数データを使

用する.地代については，2012年と2017年の地価公示と都

道府県地価調査を使用する. 
 ゾーン別のマイクロ世帯データは，既存研究5)におい

て作成されたものを用いる．これは，周辺分布である 
平成22年国勢調査の人数別世帯数および性別年齢階層別

人口と，平成23年12月に富山市全域を対象に郵送配布，

郵送回収形式で実施されたアンケート調査により入手さ

れた，3,864世帯，9,747人分のマイクロ世帯データサン

プルを用い，初期マイクロ世帯推計手法を適用して推定

されたものである． 
 
5. パラメータ推定 
 住宅地代モデルでは，住宅が含まれる100ｍメッシュ

の地代を推定する.ゾーン条件，住宅地面積，立地世帯

数は100ｍメッシュ単位で集計したデータを使用する. 

ゾーン条件は，各100ｍメッシュから富山駅までの距離，

各100ｍメッシュから 寄り駅までの距離，用途地域の

条件として，各100ｍメッシュが工業地域・工業専用地

域に含まれるか否かを使用する.住宅地面積は100ｍメッ

シュ内に含まれるゼンリン住宅ポイントデータの面積の

合計を使用し，立地世帯数では，前述のとおり，国勢調

査の500mメッシュあたりの世帯数を，100ｍメッシュ内

のゼンリン住宅ポイントデータの総部屋数を基準に割り 

表-1 住宅地代モデル パラメータ推定結果 

 

 

 

図-4 2012年 地代と推定地代の比較 

 

 

図-5 2017年 地代と推定地代の比較 

 

付けた世帯数を使用す．以下に推定されたパラメータを

表1に，推定地代と実際の地代の比較を図-4と図-5に示す．

推定地代と実際の地代を比較すると2012年と2017年の両

R² = 0.611
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方とも，概ね再現しているが地代と推定地代の差が大き

い結果もあるため，ゾーン条件を見直す必要があると考

える. 

 住宅ストック遷移モデルは作成された2時点の住宅ス

トックマイクロデータを比較し，建物の除却，空地への

新規建設，建替といった遷移が生じているものを抽出し，

除却モデルおよび新規建設モデルのパラメータ推定を行

う．また，アンケートサンプルと空室リストより，世帯

-住宅マッチングモデルのパラメータを推定する． 
 

6. おわりに 
 本研究では，住宅ストックの遷移を内生化した都市マ

イクロシミュレーションモデルについて，既開発モデル

に組み込む住宅ストック遷移モデル，住宅地代モデル，

世帯-住宅マッチングモデルについて，パラメータ推定

を行なった．住宅ストック遷移モデル，世帯-住宅マッ

チングモデルパラメータ推定の結果は，講演時に報告を

行う予定である．今後は，居住費補助などの誘導施策の

評価について検討を行ってゆく予定である． 
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